
ねんきんネットでの「持ち主不明記録検索」について 

〇 持ち主が分からない年金加入記録（平成２５年９月時点２，１１２万件）について、「ねんきんネット」から、 

 氏名・生年月日などによる検索を行えるサービスを平成２５年１月から開始。 

ご自宅など •年金事務所 
•街角の年金相談センター 

④ご本人の記録であるか、

確認いたしします。 

③ 年金事務所や、街角の年金

相談センターに、印刷した

検索情報を持参します。 

② 条件に一致した記録の有無が表示される 

ので、参考情報（※）を入力し、結果を印刷 

します。 

※厚生年金…当時のお勤め先名称を入力 

国民年金…当時の住所を入力 

①条件を入力して検索します。 

  氏名、生年月日、性別 
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（中略） 

（中略） 

年金事務所 
（街角の年金相談センター） 

⑥ ご本人の記録であるか 

確認いたしします。 

⑤ 参考情報を含めた検索結果を

印刷し、年金事務所や街角の

年金相談センターにお持ち 

いただきます。 

※印刷が困難な場合は、検索番号のメモを 
お持ちいただきます。 

 ⑦ご自宅に記録の調査

結果をお知らせします。 

検索結果を持参して年金事務所に相談 
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日本年金機構ホームページでの未統合記録の事業所名の確認イメージ 

 
 
 
 
 

未統合記録の 
事業所 
 

約140万社 

表示イメージ 

・都道府県別 

・50音順 

に表示 

AKHUK
テキストボックス
17



AKHUK
テキストボックス
16

AKHUK
テキストボックス
18

AKHUK
テキストボックス
18



AKHUK
テキストボックス
19

AKHUK
テキストボックス
19



   ・ 訂正の手続を整備することの要請。 

         「あっせんは事実上の行為に過ぎないため、あっせん内容に不服があるとして

訴訟を提起しても却下される傾向」であり、「司法手続きも考慮に入れた年金記

録確認の仕組みが必要」（平成２３年６月年金記録確認第三者委員会報告書） 

○ 訂正が必要な年金記録の事案に変化。 

・ 平成１９年より、臨時・緊急的に設置したもの。恒常的な仕組みではない。 

現在の年金記録の訂正事案 

現在の訂正の仕組み 

年金個人情報の適正な管理のあり方に関する専門委員会 とりまとめ（抄） 

 ・ 過去の国民年金事案  →  厚生年金事案が中心 

・ 最近１０年内の期間の訂正を求める事案が増加。 

○ 請求に係る事実関係をできる限り明らかにするため、
厚生労働大臣が関係機関に資料の提供等を求める根
拠規定を設ける。 

① 年金事務所での年金相談を契機とした記録誤りの訂正 

○ 訂正決定に係る客観性・合理性を確保するため、民間
有識者からなる合議体（審議会）の審議を踏まえて、厚
生労働大臣は訂正決定を行う。 

年金記録の訂正請求手続の創設 

○ 訂正請求が処分性のある行政手続として整備されるた
め、処分に不服があれば、不服申立手続や司法手続へ
の移行が可能。 

〔事業主の届出漏れ ・誤りに起因
するものも多い〕 

〔過去の保険料 納付の事実確
認に関するもの〕 

Ⅰ．年金個人情報の訂正手続の創設 

※ この手続の創設は、「ねんきん定期便」など被保険者等が日頃から

自身の年金記録を確認できる仕組みが一定程度整備されてきており、

これを契機とした迅速な年金記録の誤りの訂正を可能とするものであ

り、年金記録問題の再発防止や、適正な年金裁定の実施にも資する。 

② 総務大臣への年金記録訂正のあっせん（年金記録確認第三者委員会

の調査審議）を求める申立て 

・ 被保険者等から資料の提示がなく、年金事務所で調査しても客観的な事実

が確認できない場合、一般的には訂正が難しい。 

③ 行政機関個人情報保護法に基づく訂正請求 

・ 訂正請求の前に、開示請求が必要。「ねんきん定期便」や年金相談で自身の

記録を既に知っているので、やや煩雑。訂正決定（原処分）に第三者機関によ

る調査審議の手続はなく、件数実績は少ない。 

※ 不服申立ては、行政不服審査法に基づいて厚生労働大臣に審査請

求。不服申立てと訴訟提起は本人の選択（不服申立前置としない）。 

○ 恒常的に発生し得る年金記録の誤り事案に対応
できる訂正の仕組みを年金制度に整備することが
必要。 

○ 被保険者等が、厚生労働大臣に対し、年金の原簿

記録の訂正を請求することができる手続を年金制
度に創設。 

  総務省第三者委員会への申立て件数（受付件数ベース） 
     平成１９年度  厚生年金 ４０％  国民年金 ６０％ 
     平成２４年度  厚生年金 ８５％  国民年金 １５％ 

厚生年金事案における訂正対象期間 
   平成１５年（総報酬制導入）以降  ７７％ 
   平成１５年（総報酬制導入）前    ２３％ 

平成25年12月16日 

AKHUK
テキストボックス
20



年金保険料の納付率向上対策・記録問題等に係る今後の対応 

○ これまでの取組により、各突合せ作業もほぼ終了する予定であり、記録 

 問題対応もひとつの大きな節目。 

○ 26年度以降の取組として、ねんきん定期便等による本人への記録確認の 

 働きかけやねんきんネットの充実などに取り組む。 

○ 事務処理誤りにより保険料納付等ができなかった者について事後的是正 

 のための法的措置の検討が必要 

26年1月 社会保障審議会「年金記録問題に関する特別委員
会」報告書（案） 

○ 恒常的な年金記録の訂正手続を法的に位置づける。  

25年12月 社会保障審議会「年金個人情報の適正な管理のあ
り方に関する専門委員会」とりまとめ 

 
○ 納付困難者の納付機会の拡大等 
○ 恒常的な年金記録の訂正手続の創設 
○ 事務処理誤りにより保険料納付等ができなかっ 
  た者に対する特例納付手続きの整備  

次期通常国会に向けて法案提出を検討 

25年12月 社会保障審議会「年金保険料の徴収体制
強化等に関する専門委員会」報告書 

 ○ 所得・悪質性等の基準を定め、該当者には一律に強制徴収 

 ○ 納付が困難である者等の納付機会を拡大 

    ・ 免除手続きの簡便化（意思表示の簡便化、添付書類の簡素化） 

    ・ 時効消滅後の特例納付制度の創設（時限措置） 

    ・ 若年者納付猶予制度の対象年齢の拡大（時限措置） 

 ○ 加入指導の強化、国税庁情報の活用等により厚生年金の適用を促進 

○ 年金保険料については、納付率向上対策を講じるとともに、徴収体制を強化。 
○ 年金記録問題については、平成25年度が節目であるが、引き続き年金記録問題への対応のフォローを実施。また、恒常  
 的な年金記録の訂正手続を創設。 

H26.1 厚生労働省年金局 
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国民年金保険料の収納対策について 

・若年者納付猶予制度の対象年齢の見直しの検討 
 
・市町村に対する口座振替促進手数料の見直し 
 
・市町村との情報連携にかかる環境の整備 
 
・住民税の申告義務が無い方の免除申請手続の簡素化の検討 

 市町村の法定受託事務に関連する主な取組 

○ 国民年金保険料の納付率については、平成２４年度末時点における平成２２年度分保険 
 料の最終納付率が６４．５％となり、平成２２年度末時点の５９．３％と比べて５．２％ 
 のプラスとなった。 
  また、平成２４年度の現年度分納付率は、前年度比で０．３％プラスの５９．０％とな 
 り、平成１７年度以降７年ぶりに上昇に転じたが、依然として低い水準であることから、 
 引き続き納付率の向上を図る必要がある。 
 
○ 「支え合い」の仕組みである年金制度において、保険料の納付は義務であり、真面目に 
 納付している方との公平性、制度への信頼の確保、無年金・低年金となった場合の被保険 
 者本人の不利益防止などの観点から、納付率の向上に強力に取り組むこととしている。 
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１．国民年金保険料の納付率向上策                 ９２．６億円（１８．３億円） 
 
 (1) 督促の促進及び強制徴収体制の強化                      ５３．５億円（９．８億円） 
  ・高所得であり長期間保険料を滞納している者を対象に強制徴収を徹底【予算】 
    保険料滞納者に対しては、これまでも強制徴収の取組は行ってきたが、今後は、滞納者すべてに対する督促を目 
   指す。まずは、滞納者の所得などによって一定の基準を設け、繰り返しの納付督励に応じない場合には、必ず督促 
   を実施する。平成26年度においては、所得400万円以上かつ未納月数13月以上すべての滞納者に督促を実施する 
   （督促状を送付し、指定期限内の納付を促しても納付がない場合には、財産差し押さえ等の手続きに入る）。 
 

 (2) 徴収コストの滞納者負担（延滞金等）のあり方 
  ・延滞金の利率の引き下げの検討【法令】 
    滞納した保険料にかかる延滞金の利率について、現下の低金利の状況を踏まえ、延滞税の利率設定を参考にしつ 
   つ、引き下げを検討する。 
   【参考】現行の延滞金及び延滞税の利率 
     ※ 延滞金の利率 年14.6％（納期限から3か月以内：年4.3％） 
     ※ 延滞税の利率 年 9.2％（納期限から3か月以内：年2.9％） 

平成２６年度予算案等における国民年金保険料収納対策等について 

国民年金保険料の収納対策及び厚生年金の適用対策の取組強化に要する経費 
１９２億円（４０億円） 

※（ ）は、平成25年度予算額である。 

以下は、平成25年12月13日にとりまとめられた「社会保障審議会 年金部会 年金保険料の徴収体制強化等に
関する専門委員会報告書」を踏まえ、実現に向けた予算措置や法令面の整備について、当面、実施を予定し
ている内容を整理したものである。 
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 (3) 免除等における申請主義の見直しについて 
  ・免除申請の運用の改善の検討【法令】 
    現行の保険料免除手続は申請書の提出を必要としているため、客観的には免除の要件に該当しているにもかかわ 
   らず、申請のわずらわしさから手続をとらない方が多数いると考えられる。このため、所得情報等から免除基準に 
   該当する可能性が高いと判定できる方に対して、被保険者本人の申請意思を簡便な方法で確認できるような仕組み 
   を設けることを検討する。 
    

 (4) 年金保険料の納付機会の拡大について 
  ・国民年金保険料の事後的な納付の機会の付与の検討【法令】 
    保険料の納付可能期間は２年であるが、これは税（５年）と比べて短く、また、納付率が低い現状も踏まえ、時 
   限的な措置として、経済的な都合等により２年を過ぎてから納付しようという意思のある者に対して、モラルハ 
   ザードに留意しつつ、事後的な納付の機会を設けることを検討する。 
 

   ・若年者納付猶予制度の対象年齢の見直しの検討【法令】 
    国民年金保険料の納付猶予制度は、平成37年7月までの時限措置として、30歳未満の被保険者に係る国民年金保険 
   料の納付を猶予するものであるが、若年層に限らず幅広い年齢層において非正規雇用労働者が増加していること等 
   を踏まえて、若年者納付猶予制度の対象年齢を見直すことを検討する。 
 

 (5) 確実かつ効率的な収納体制の強化                       ２０．３億円（２．７億円） 
  ・日本年金機構の管理体制の強化【予算】 
    国民年金保険料の納付状況や収納対策の取組状況にかかる計数の把握や分析を充実させるための収納支援システ 
   ム等の拡充を図る。 
 

  ・市場化テスト事業の改善【予算】 
    「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に基づき、未納者に対する電話や文書、戸別訪問等によ 
   る納付督励や保険料収納業務等を包括的に民間委託して実施している。この市場化テスト事業について、納付率の 
   改善に結び付く適切な督励方法等を検証するため、一部の年金事務所において、納付督励の頻度及び戸別訪問員の 
   配置を工夫するモデル事業を実施する。 
 

  ・市町村に対する口座振替促進手数料の見直し【予算】 
    市町村の窓口等において口座振替の利用を案内し、被保険者から口座振替の申込書を受理した場合には、事務取 
   扱手数料として交付金を交付しているが、その単価を1件100円から500円へ引き上げる。 
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  ・金融機関に口座振替の募集を依頼【予算】 
    新たに、金融機関窓口等において口座振替の利用を案内し、被保険者から口座振替の申込書を受理した場合に手 
   数料を支払う事業を、協力が得られる一部の金融機関においてモデル的に実施し、費用対効果を検証する。 
 

  ・年金事務所職員が収納できる範囲の拡充の検討【法令】 
      年金事務所職員による保険料の収納が可能な範囲の拡充を検討する。 
 

 (6) 関係行政機関との連携強化                          １７．６億円（５．８億円） 
  ・市町村との情報連携に係る環境の整備【予算】 
    保険料の免除勧奨等に必要な所得等の情報を市町村から提供を受けた場合には、事務取扱手数料として交付金を 
   交付しているが、より確実に電話番号等の情報提供が受けられるよう交付金単価を1件30円から115円へ引き上げる。 
 
  ・学生納付特例事務法人に対する手数料の見直し【予算】 
    学生納付特例事務法人制度は、厚生労働大臣の指定を受けた大学等において、在籍する学生から国民年金保険料 
   の学生納付特例申請の委託を受けることができる制度であるが、この利用を促進するため、学生納付特例事務法人 
   に対する手数料単価を1件30円から500円へ引き上げる。 
 

  ・学生納付特例事務法人制度の改善の検討【法令】 
    現行では、学生納付特例事務法人が学生納付特例の申請を受理してから年金事務所に提出するまでの間に、障害 
   事故が発生した場合には障害年金が支給されない等の問題がある。このような学生に不利益が生ずるような事態を 
   防ぐために、制度を改善することを検討する。 
 

 (7) 雇用形態など社会経済の変化への対応                        １．１億円（０億円） 
  ・従業員の国民年金保険料の納付を事業主が受託代行できる仕組みの検討【法令】 
    国民年金第１号被保険者に占める臨時・パートや常用雇用などの従業員の割合が増加していることを踏まえ、事 
   業主の協力が得られる場合に、従業員が事業主を通じて賃金から国民年金保険料を納付できる任意の仕組みを設け 
   ることを検討する。なお、実施する場合には、他の納付受託機関との並びを考慮した事務手数料を支払うことも検 
   討する。 
  

  ・事業主との連携強化によるパート等従業員に対する制度周知【予算】 
    日本年金機構職員が、国民年金第１号被保険者であるパート等労働者が多く勤務する事業所を訪問し、従業員等 
   に対する国民年金制度周知、口座振替納付の勧奨及び従業員の家族に係る免除・猶予制度の周知活動を行う。 
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 (8) 公的年金制度に対する理解の促進                         ０．０８億円（０億円） 
  ・納付促進に係る映像資料等の作成・活用のモデル実施【予算】 
    特に国民年金保険料の未納者が多いと言われる若年層の納付率向上策の一環として、年金制度への理解の一助と 
   なる映像資料を作成するとともに、当該資料を用いた情報発信を行い、公的年金に対する理解、納付意欲等に関す 
   る効果を測定するモデル事業を実施する。 
 

２．厚生年金の適用促進策                     ９９．６億円（２２．１億円） 
 

 (1) 把握した適用調査対象事業所の加入指導等への集中的な取組【予算】 
    法人登記簿情報の活用により把握した適用調査対象事業所に対する加入指導等（※1）に、今後５年間で集中的に 
   取り組む。また、法人の休業中・廃業済等の情報を把握し、より効率的な適用事務を行うため、国税庁に対して稼 
   働中の法人に関する情報の提供を依頼する。 
 
    （※1）民間事業者の活用を含め、適用調査対象事業所の調査等を通じて厚生年金に加入すべき事業所であるかを把握し、把握した事 
       業所に対しては加入勧奨や加入指導を順次実施。 

 

 (2) 平成24年度に掲げた目標達成のための加入指導等【予算】 
    厚生年金の適用対策の目標（※2）を達成するため、適用調査対象事業所に対して加入指導を順次実施し、適用届 
   を提出しない事業所については立入検査を実施し、職権による適用を行うなどの取り組みを確実に進める。 
 
    （※2）平成23年度末時点の適用調査対象事業所（約24.6万）を３年以内に半減。 

    

３．国民の利便性向上策 
 

  ・住民税の申告義務が無い方の免除申請手続の簡素化の検討【法令】 
    住民税の申告義務が無い方（※3）からの保険料の免除申請については、市町村からの情報提供により所得が申告 
   されていないことの確認が可能であること等を踏まえ、所得を証明する書類の提出を不要とするなど、申請手続き 
   の負担の軽減を図る。 
 
    （※3）地方税法第317条の2により、市町村民税の申告義務について、所得割の納税義務を負わないと認められる者のうち市町村の条 
       例で定める者については、申告を要しないこととされている。 
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所得400万円以上

未納月数13月以上

所得金額・未納月数に
ついて、順次切り下げ

　　Ｈ２６’　　

未
　
　
　
納
　
　
　
者

国民年金保険料の徴収対策の今後の展開

＊すべての滞納者に督促することを前提に、今後の督促の範囲の拡大について、来年度、スケジュールを策定する。

全額免除

対象者

＜督促の範囲の拡大＞

日本年金機構の実施体制等を踏まえながら、

督促範囲の所得階層・未納月数を順次切り下げ

す
べ
て
の
滞
納
者
に

督
促
を
実
施

○免除申請手続きの簡素化

○若年者納付猶予の対象年齢の拡大

○市場化テストの改善 ○市町村、学校、事業主等との協力連携の推進

○口座振替促進 ○広報・年金教育の普及

○納付期限の拡大

○日本年金機構の管理体制の見直し
督促

対象

１４

万人

＜免除の確実な適用＞

＜納付督励の強化、納付環境の整備＞

保険料を負担すべき者すべてに督促の範囲を拡大すると同時に、低所得者には確実に免除を適用することにより、

恒常的な未納者をなくし、納付率の大幅な向上を実現
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